















　　This research was conducted using questionnaire for consumers concerning the safety 
of domestic and U.S. apples after the negotiation of the lifting of the ban on imported ap-
ples. This was followed with a two step cluster and logistic regression analysis, and evalu-
ated the consumer consciousness of the safety of the apples. As a result, the following was 
clariﬁed:  
　　Even the group which took a relatively generous attitude towards the import of Amer-
ican apples does always not express its absolute conﬁdence in the apples. Therefore, the 
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high degree of conﬁdence on their safety, the indication and information on their organic 
products and the purchasing will by consumers. However, the group preferring domestic 
apples accounts for only 50% in their market, especially supported by women, aged peo-
ple, and high income groups. Therefore, more effort should be made in the aspects other 
than safety if one expects domestic apples to get broader popularity and support in their 
market.














































































産ふじ等 5品種が追加輸入解禁された。同年 12月にはガラ 159tが輸入された。しかし、
果実品質が外見・食味とも国産に劣っていたことや、全てのリンゴに押しキズが見られて



































































2000年 2～ 3月米国産ふじが 52t輸入される。 ▽ 1999年同様の低評価。
2001年











































































変　 数 （定義、単位） 平均 /比率 標準偏差
性　 別 （男性の割合） 0.496
年　 齢 （歳） 32.13 15.91
子　 供 （子供有の割合） 0.374
世帯員数 （人数） 2.176 1.449









































回答 度数 （％） 度数 （％） 度数 （％） 度数 （％） 度数 （％）
知っている 31 （5.12） 61 （10.1） 143 （23.6） 61 （10.1） 35 （5.79）
知らない 574 （94.9） 544 （89.9） 462 （76.4） 544 （89.9） 570 （94.2）





































変　 数 係　　数 標準誤差
性　 別 0.3047 * 0.1670
年　 齢 -0.0177 *** 0.0058
所　 得 -0.0006 ** 0.0003
定　 数 0.6830 *** 0.2142
対数尤度 -405.30
χ 2 26.540 ***
観測値数 605
注：子供、世帯員数、および知識に関する変数
については、統計的に有意な結果が得られ
なかった。
図 3.2.1　変数別平均値と 95％同時信頼区間
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4　結論
　本稿では、日米リンゴ輸入解禁交渉を整理することによって、わが国におけるリンゴ市
場開放とコドリンガ・火傷病における植物検疫法の改正に至った経緯を考察した。そし
て、火傷病による植物検疫法が改正された 2005年において、国産および米国産リンゴに
関した消費者アンケートを実施し、消費者の安全性に関した意識を検討した。また、その
アンケート結果を用いて、2ステップクラスター分析とロジット分析を行い、国産および
米国産リンゴの安全性の意識を評価した。分析の結果、下記の諸点が明らかにされた。
　まず、リンゴは 1971年に自由化されているが、植物防疫法で定められたコドリンガ等
の有害病害虫等のため禁止されており、真の意味での市場開放は、これら病害虫の防除が
確立されたとして輸入された 1993～ 94年におけるニュージーランド産・米国産の輸入
解禁であった。その後の 1997年から開始されたコドリンガに関した日米輸入解禁交渉は、
2001年に植物防疫法の改正を経て、翌 2002年から開始された火傷病に関した同交渉は
再び 2005年に同法の改正を経ることにより決着した。
　そして、火傷病に関する検疫問題が緩和化された現在、感染報告がないわが国では当然
火傷病の脅威にさらされる危険性をもつのであるが、アンケートの結果、消費者の 9割
強が火傷病の脅威を知らないという結果が得られた。この結果は、わが国のリンゴ生産者
の多くが火傷病の脅威を認知しているという結果とはかけ離れるものであった。また、わ
が国のリンゴ消費者の 7～ 9割が、輸入リンゴのポストハーベスト農薬、国産リンゴの
JAS有機栽培・特別栽培・トレーサビリティ導入リンゴの存在を知らないという結果が
得られた。
　また、国産および米国産リンゴの安全意識に対し、クラスター分析とロジット分析に
よってその評価を分析した結果、米国産リンゴの輸入に比較的寛容なグループであって
も、同産リンゴの安全性に対する信頼度は絶対的に高いとはいえず、トレーサビィティ・
システムの導入も期待された。今後、同産リンゴの輸入再開の際には、消費者の信頼性の
向上に努めた安全性の確保が不可欠であろう。対して、国産リンゴは、リンゴの安全性や
有機表示情報、購入意志について信頼性が高かった。この点で、国産リンゴに対する評価
は確立しているといえる。しかしながら、国産を重視するグループは、全体のおおよそ半
分を占めるに過ぎず、女性と高齢者、高所得者が多いという傾向がみられた。一層の国産
リンゴの需要拡大を目指すならば、万人に受け入れられるように、安全性以外の面でも一
層の努力が必要と思われる。
　以上、日米の輸入解禁交渉後における国産および米国産リンゴの安全性を、消費者から
のアンケートを集計・分析することによって考察した。今後は、「消費者の安全性」という
視点だけではなく、日米の輸入解禁交渉によって緩和化され続けた植物防疫法改正、とく
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注
1）リンゴの安全性に関した先行研究に、拙稿（8）があげられる。
2）学園祭でアンケートを配布したこともあり、食育という視点から、火傷病、ポスト
ハーベスト農薬、JAS有機農産物、特別栽培農産物、トレーサビリティの定義につい
ては、農水省・JAS等による詳細を提示している。詳細な結果については、拙稿（8）
を参照されたい。
3）火傷病の存在も検疫問題が協議されていることを知らない（94.9％）という結果であ
るが、世論ではWTO農業交渉についてどの程度認識しているのか、比較検討した。
総理府（現内閣府）が実施した「農産物貿易に関する世論調査」（参考文献（9））の
うち、WTO農業次期交渉にむけての日本提案を「知っている」とした回答者が 2.4％
（当該者 3,570人）であった。この結果を考慮しても、妥当な値であることが推測され
よう。
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